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大阪市延長保育事業実施にかかる支援費支給要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、子どもの保護者の就労形態の多様化等に伴う保育時間の延

長や夜間保育にかかる需要に対応するため、保育認定を受けた児童について、

通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、子ども・子育て支援法

（平成24年法律第65号）第31条第１項及び第43条第１項に基づき、市長が確認

した特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所（以下「施設」という。）

が引き続き保育を行う延長保育事業の実施及び実施にかかる支援費（以下「支

援費」という。）の支給について必要な事項を定める。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

（１）事業実施者 

延長保育事業を実施する大阪市内の施設（公立施設を除く）を設置する者

をいう。 

（２）対象児童 

保育認定を受けた児童で、保護者の就労等により通常の利用時間を超えて

さらに保育が必要な児童のうち、事業実施者に対し利用を申し込み、かつ、

延長保育利用料を負担して実際に延長保育を利用した児童をいう。ただし、

大阪市子ども・子育て支援法施行規則別表において教育・保育給付認定保護

者の区分第１階層に該当する世帯（以下「第１階層」という。）に属する延

長保育利用料免除対象児童及び第２階層に該当する世帯（以下「第２階層」

という。）に属する延長保育利用料免除対象児童については、延長保育利用

料の負担の有無にかかわらず、実際に延長保育を利用した児童をいう。 

 

（延長時間） 

第３条 延長時間は、開所時間のうち延長保育を利用する児童の保護者の労働時

間、その他家庭の状況等を考慮して、保育短時間の場合は８時間、保育標準時

間の場合は11時間（いずれも、給付費における夜間保育加算適用施設において

は、概ね午前11時頃から午後10時頃まで）の通常保育の利用時間の前後におい

て、事業実施者があらかじめ設定することができる。 

２ 施設における延長時間は、別表１－(１)の①又は別表２－(１)の①のとおり

とする。 

３ 延長時間の設定に当たっては、児童の心身に与える影響を考慮して、児童の

福祉が著しく阻害されることのないよう配慮しなければならない。 

また、事業実施者は原則としてあらかじめ定めた延長時間の間は施設を開所し

なければならない。ただし、全ての対象児童が退園した場合については、この

限りでない。 



（職員の配置） 

第４条 延長保育を実施するに当たって必要な職員は別表１－(２)又は別表２－(２)

のとおりとする。 

 

（利用料） 

第５条 事業実施者は、別表１－(３)又は別表２－(３)に規定する標準利用料を参考

とし、延長時間に応じてあらかじめ設定した利用料を保護者から徴収するものとす

る。ただし、第１階層並びに第２階層のうちひとり親世帯、在宅障がい児（者）の

いる世帯に属する対象児童及び災害救助法適用地域（被害の状況が帰宅困難者の発

生のみの地域を除く。）から本市へ避難した対象児童について、利用料の免除を行

うことができる。 

なお、第２階層のうちひとり親世帯及び在宅障がい児（者）のいる世帯を除くそ

の他の世帯に属する対象児童については、利用料の一部を減免することができる。 

 

（共同保育） 

第６条 大阪市特定教育・保育施設及び地域型保育事業等における共同保育実施要綱

第２条第１項に規定する共同保育により同要綱第２条第２項に規定する実施施設等

において延長保育を実施する場合は、次のとおりとする。 

（１）同要綱第２条第３項に規定する依頼施設等において通常保育を受ける子どもが

実施施設等において延長保育を受ける場合の延長保育事業にかかる支援費は、実

施施設等が申請し、交付を受けるものとする。 

（２）依頼施設等において通常保育終了後に引き続き延長保育を行った場合におい

て、依頼施設等の延長保育後引き続き実施施設等において行われる保育は、延長

保育にかかる支援費の支給事業たる延長保育事業には該当しないものとする。 

（３）延長保育料の取扱いについては「延長保育を共同保育により実施する場合の取

扱いについて」（令和２年４月１日適用）に定めるところによる。 

（４）第１号の規定にかかわらず、「延長保育を共同保育により実施する場合の取扱 

いについて」第５項の規定が適用される場合における保護者が負担する延長保育

利用料の免除にかかる支援費は、依頼施設等が申請し、交付を受けるものとす

る。 

 

（平均対象児童数の算出方法） 

第７条 平均対象児童数の算定に当たっては、年間の各延長時間区分における各週の

最も利用の多い日の児童数の合計人数を当該年度における事業実施週数でもって平

均したものを平均対象児童数（年平均）とする。また、月の各延長時間区分におけ

る各週の最も利用の多い日の児童数の合計人数を当該月における事業実施週数でも

って平均したものを平均対象児童数（月平均）とする。ただし、すべての延長時間

区分において同じ週数で平均を求めるものとする。 

２ 平均対象児童数を算定するに当たっては、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭

和23年法律第178号）に規定する休日及び年末・年始を除くものとする。 



３ 平均の算定には、小数点以下第一位を四捨五入して整数とする。 

（支給認定申請） 

第８条 支援費の支給認定を申請する者は、大阪市延長保育事業実施にかかる支援費

支給認定申請書（様式第１号）を、本市が指定する期日までに提出しなければなら

ない。ただし、年度途中に開所する又は年度途中より支給要件を満たした施設にお

いて、支援費の支給認定を受けようとする事業実施者は、支給認定開始月の末日ま

でに提出することとする。 

２ 前項の申請書には次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）延長時間を含む開所時間が明記されたパンフレット、ホームページを印刷した

もの等 

（２）延長保育の利用料（設定金額）が明記された資料 

 

（支給認定決定） 

第９条 市長は、支援費の支給認定の申請があったときは、当該申請にかかる書類の

内容等が適正であるかどうか審査し、必要に応じて現地調査等を行い、支援費の支

給認定決定をしたときは、大阪市延長保育事業実施にかかる支援費支給認定決定通

知書（様式第２号）により支援費の支給認定の申請を行った者に通知するものとす

る。 

２ 市長は、前項の調査の結果、支援費を支給することが不適当であると認めたとき

は、理由を付して、大阪市延長保育事業実施にかかる支援費不支給認定決定通知書

（様式第３号）により支援費の支給認定の申請を行った者に通知するものとする。

３ 市長は、支援費の支給認定申請の提出期限から60日以内を標準的な処理期間と

し、当該申請にかかる支援費の支給認定決定又は支援費の支給を認定しない旨の決

定をするものとする。 

４ 前項の規定は、支給認定申請に添付すべき書類が全て到達している場合にのみ適

用し、支給認定申請に添付すべき書類が到達していない場合については、全ての書

類が到達してから60日以内に支援費の支給認定決定又は支援費の支給を認定しない

旨の決定をするものとする。 

 

（支給認定申請の取下げ） 

第10条 支援費の支給認定の申請を行った者は、前条第１項の規定による通知を受領

した場合において、当該通知の内容又はこれに付された条件に不服があり申請を取

り下げようとするときは、大阪市延長保育事業実施にかかる支援費支給認定申請取

下書（様式第４号）により申請の取下げを行うことができる。 

２ 申請の取下げをすることができる期間は、支給認定決定通知書を受けた日の翌日

から起算して10日とする。 

 

（支給時期等） 

第11条 市長は、支援費の支給について支援費の額が確定する前にその全部又は一部

を概算払することができる。 

２ 市長は、支援費の支給認定決定を受けた者（以下「認定事業者」という。）から

概算払による支援費の支給の請求を受けたときは、概算払の必要性を精査し、必要

と認めたときは、当該請求を受けた日から30日以内に当該請求にかかる支援費を支

給するものとする。 

３ 市長は、前２項のほか、当該年度終了後、施設より不足額の請求があった場合に



おいては、第15条の規定による支援費の額の確定を経た後に、認定事業者から請求

を受けた日から30日以内に当該請求にかかる支援費を支給するものとする。 

（事情変更による決定の取消し等） 

第12条 市長は、支援費の支給認定決定をした場合において、その後の事情変更によ

り特別の変更が生じたときは、支援費の支給認定決定の全部若しくは一部を取消

し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。 

２ 前項の取消し又は変更を行った場合において、市長は、大阪市延長保育事業実施

にかかる支援費の事情変更による支給認定決定取消・変更通知書（様式第５号）に

より認定事業者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の決定の取消し又は変更により特別に必要となった契約の解除等

による賠償金について、支援費を支給することができる。 

４ 第８条ないし前条の規定は、前項の規定による支援費の支給について準用する。 

５ 認定事業者は、第２項の規定による通知を受けた場合において、取消し又は変更

後の支援費の額が既に支給を受けた支援費の額を下回っているときは、通知を受け

た日から20日以内に、既に支給を受けた支援費の額から取消し又は変更後の支援費

の額を差し引いた額を市長が発行する納付書により戻入しなければならない。 

６ 認定事業者が前項の規定により戻入する支援費の額は、第３項の規定による支援

費の支給がある場合には、当該支援費の額と相殺することができる。 

 

（支援費の支給要件） 

第13条 次の各号を全て満たす事業実施者について、別表１－(４)又は別表２－(４)

に基づき算出した支援費を支給する。 

（１）開所時間をパンフレット、ホームページなどにより、周知していること。 

（２）対象児童に対し、必要に応じ、間食又は給食等を提供すること。 

（３）延長保育の実施に当たって第４条に定める必要な職員を配置していること。 

（４）特定教育・保育施設においては、平均対象児童数（年平均）１名以上の利用実

績があること。特定地域型保育事業所においては、平均対象児童数（年平均）に

よらず、延長時間区分が30分延長となる利用実績が１名以上いること。 

（５）年間の利用状況について、平均対象児童数等実績表（様式第９号）を作成する

こと。 

（６）毎月の利用状況について、延長保育事業月別報告書（様式第６号）及び利用料

減免加算対象者内訳書（様式第７－１号）を作成し、翌月10日（当日が休日の場

合は、その翌開庁日）（支給認定期間の最終月分は翌月５日）までに、本市が指

定する方法で提出すること。 

（７）延長保育利用状況一覧表（様式第８号）を作成し、本市が指定する月（指定す

る月に延長保育の利用がない場合は直近で利用があった月）の当該様式及び根拠

資料（各実施施設で保管している児童の登園・退園時刻記録簿等）を本市が指定

する期日までに本市が指定する方法で提出すること。 

（８）延長保育利用児童について、延長保育利用登録及び利用状況一覧（様式第17

号）を作成し、申込内容を記録するとともに、徴収金の管理を適切に行うこと。 



 

２ 年度途中において、天災等一部の特殊な事情を除き、著しく支給要件を欠くと認

められる場合は、支援費の停止、減額および返還の対象とする。 

 

（支給認定決定にかかる実績報告） 

第14条 認定事業者は、支給認定期間を完了した日から10日以内に大阪市延長保育事

業実施にかかる支援費実績報告書（様式第10号）を提出しなければならない。 

２ 前項の報告書には、本市所定の次に掲げる書類を添付しなければならない。

（１）大阪市延長保育事業実施にかかる支援費実績報告内訳書（様式第11号） 

（２）平均対象児童数等実績表（様式第９号） 

（３）利用料減免加算対象額実績報告書（様式第７－２号） 

 

（支援費の額の確定等） 

第15条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けたときは、報告書等の書

類を審査し、必要に応じて現地調査等を行い、支援費の支給決定の内容及びこれに

付した条件に適合すると認めたときは、支給すべき支援費の額を確定し、大阪市延

長保育事業実施にかかる支援費額確定通知書（様式第12号）により認定事業者に通

知するものとする。 

 

（支援費の精算） 

第16条 市長は、第14条の規定により報告された実績報告書類の内容を精査し、精算

により剰余又は不足が生じていると認める場合には認定事業者あて通知しなければ

ならない。 

２ 認定事業者は、前項の規定による通知を受けたときは、本市が指定する日まで

に、市長が交付する納付書により剰余金を戻入し、又は速やかに不足額を請求しな

ければならない。 

３ 市長は、前項の規定による不足額にかかる請求を受けたときは、当該請求を受け

た日から30日以内に当該請求にかかる支援費を支給するものとする。 

 

（支給認定決定の取消し） 

第17条 市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、支援

費の支給認定決定等の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）虚偽の申請その他の不正な行為により、支援費の支給認定決定等を受けた場合 

（２）支援費の支給認定決定等の内容及びこれに付した条件その他法令等に違反した

場合 

（３）支援費を他の用途へ使用した場合 

（４）第21条第２項第１号ないし第５号に規定する書類、帳簿等が保管されていないた

め、支援費の実績確認ができない場合 

（５）支給認定決定の取消しを市長に申し出た場合 

（６）その他、市長が不適当と認める事由が生じた場合 



２ 前項の規定は、支援費について支給すべき額の確定があった後においても適用で

きるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する取消しを行ったときは、理由を付して認定事業者に大

阪市延長保育事業実施にかかる支援費支給認定決定取消通知書（様式第13号）によ

り通知するものとする。 

 

（支援費の返還） 

第18条 市長は、前条第１項の規定により支援費の支給認定決定等を取り消した場合

において、当該取消しにかかる部分に関し、すでに支援費が支給されているとき

は、期限を定めてその返還を求め、大阪市延長保育事業実施にかかる支援費支給返

還決定通知書（様式第14号）により認定事業者に通知するものとする。 

２ 前項の通知があったときは、認定事業者は返還を求められた額を本市が定める期

日までに本市あて納付しなければならない。 

 

（支援費の額の更正等） 

第19条 第14条に定める実績報告に誤りがあり、支援費に剰余が生じていたことが確 

認された場合には、市長は、第15条に定める額の確定後もその剰余金を返還させる

ことができるものとし、その旨認定事業者に大阪市延長保育事業実施にかかる支援

費額更正通知書兼返還決定通知書（様式第15号）により通知するものとする。 

また、認定事業者は、その剰余金を本市が定める期日までに返還しなければなら

ない。（ただし、第17条の取消事由にあたる場合を除く。） 

２ 前項の規定により返還を求められた認定事業者は本市が定める期日までに納付し

なかったときは、税外歳入にかかる延滞金及び過料に関する条例（昭和39年大阪市

条例第12号）第２条の規定により算出した延滞金を本市に納付しなければならな

い。 

３ 前項の規定により延滞金を納付しなければならない認定事業者が返還を求められ

た剰余金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に

かかる延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によ

るものとする。 

 

（消費税及び地方消費税にかかる仕入れ控除税額の取扱い） 

第20条 支給認定期間経過後に、消費税及び地方消費税の申告により支援費にかかる

消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合は、速やかに市長に報告しなけ

ればならない。 

なお、認定事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所

等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所

等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の

申告内容に基づき報告を行うものとする。 

また、市長は報告があった場合には、当該仕入控除税額の全部又は一部を納付さ

せることがある。 

 



（関係書類の整備） 

第21条 認定事業者は、支援費にかかる活動実績及び経費の収支を明らかにした書

類、帳簿等を常に整備し、第15条の通知を受けた日の属する年度の３月31日から５

年を経過する日まで保存しなければならない。 

２ 前項の書類、帳簿等は、次の各号に掲げるものをいう。 

（１）第14条第２項各号に掲げる関係書類 

（２）職員（業務委託等により勤務する職員を含む。）の雇用実態が分かる書類 

（契約書・資格証・職員の出勤及び退勤時間が記録された書類等） 

（３）延長保育利用申込書 

（４）延長保育利用児童の実績把握に必要な登園及び退園時間が記録された書類 

（５）その他児童名簿等、支援費にかかる活動実績等が明確にされている書類 

 

（利用状況調査） 

第22条 市長は、当該施設の延長保育の利用実績等について延長保育実施状況調査票

（様式第16号）、その他必要な書類の提出を求めることができる。 

 

（適正支給の確認） 

第23条 市長は、支援費の適正な執行を期するため必要があると認めたときは、期日

や提出方法を指定して、延長保育利用登録及び利用状況一覧（様式第17号）、その

他必要な書類の提出を求め、随時確認することができる。 

 

（立入検査等） 

第24条 市長は、支援費の適正な執行を期するため、必要があると認めたときは、認

定事業者に対して報告を求め、又は認定事業者の承諾を得た上で職員に当該認定事

業者の事務所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に

対して質問させることができる。 

 

附則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 次に掲げる要綱は廃止する。 

  大阪市特定教育・保育施設等運営補助金交付要綱（昭和63年４月１日制定） 

  大阪市特定地域型保育事業所運営補助金交付要綱（平成27年４月１日施行） 

 

附則 

１ この要綱は、令和６年５月31日から施行し、令和６年４月1日から適用する。 

２ この要綱の施行にともない廃止した要綱による令和４年度以前の予算に係る補助

金については、なお従前の例による。 

 

附則 

１ この要綱は、令和７年６月26日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 


